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４．議事要旨 

○下水道ＢＣＰの策定マニュアル改訂について 

（優先順位の明確化） 
・ 下水道 BCP における最低限必要な内容（優先順位）は何かということは重要で

ある。（下水道の場合、1次調査を何日目に実施するのか。管路全体の被害よりも

先に避難所のトイレ機能の確保が必要で、そのために何人確保する等） 
・ 全庁BCP との関係については、前回の第 2 版の時にも議論していたが、全庁の

中で下水道の動きをどういう位置付けにするのか明確にする必要がある。 
・ 中小地方公共団体の扱いはどうするのか。中小地方公共団体では、受援体制を作

ることも優先順位としては高くなるかもしれない。公共団体内部での人の取り合

いを事前に整理しておくことが重要ではないか。 
・ 災害の規模によって、優先順位が変わると思うが、支援者を含めて優先順位を共

有化することが大切だと感じる。 

 

（支援・受援体制） 
・ 受援体制として、支援者が速やかに活動できるように、情報を共通化（共通様式

の資機材リスト等）は必要ではないか。 

・ 災害時支援協定等について、日頃からデータベース保管等で情報交換をしておく

べきではないか。 

・ 実態として宿泊施設や対応拠点等の確保が困難であったため、事前に確保してお

く受け入れ態勢が重要だと感じている。 
・ 1 次調査の状況が 2 次調査に伝わっていなかったため、情報の共有を徹底するべ

きだ。 
・ 調査に必要なリソースとして、交通誘導員の人員を考慮したほうがよい。 

 

（下水道BCPの実効性向上） 

・ 全国ルール等の既存のルールがある中で関係機関や民間事業者をうまく活用して

いくことが必要ではないか。例えば、道路の場合は民間事業者が自動的に点検を

始めることになっている。 
・ 全国ルールの改定を進めたが、中小の市町村にしっかり浸透させていくことが必

要ではないか。 
・ 大都市ルールの手引きを作成しているので、可能であればそういった情報も活用

していただきたい。 
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（その他） 
・ 下水道 BCP や ICT-BCP が先行して全庁 BCP が無いこともあるが、全庁 BCP

でないと扱えないこともあるので、そのまま放置せずに、全庁の取り組みに要請

していくといったやりとりが必要ではないか。 

・ 棚の固定、初動人員やデータ図面の確保といった下水道BCP の基となる基本的な

防災対策も重要ではないか。 

 

○ 今後の予定 

・ 6月の中旬～下旬にかけて第２回検討委員会を開催する予定とする。 
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